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額 100 ～ 140 円の負担が多かったのに対して、東京・大阪・名古屋・京都・横浜・神戸の６大都
市では月額 140 円以上、180 円以上の負担が多い状況であった4。６大都市では、アメリカの援助
が無くなり相対的に高い給食費負担が倍増となり、小学校ですら給食の継続に反対する意見が多
かったこととも中学校の給食実施に影響した可能性がある。







当時の教員は、賛成 51.6 パーセント、反対 45.2 パーセントで賛成が反対を上回っていた。なお、
反対の主な理由は、「事務手続き等がめんどうである」、「給食はまずい」、「生徒・父兄が望まな
いだろう」、「小学校給食の結果があまり良いとは思わない」、「進学指導等に忙しい」、「昼食時間




















ら教育扶助が独立した。教育扶助の内容としては、義務教育に関する (1) 教科書代、(2) 学用品費・
通学用品費および実験実習見学費、(3) 学校給食費、(4) 通学のための交通費がある。また、教育
扶助のための金品は、学校長を通じて児童生徒に直接渡せるように生活保護法が改正された。
1952（昭和 27）年当時、全国の 1600 万人の小中学生のうち、学校に行っていない不就学の児
童生徒が５万 5910 人いた。そして、不就学で最も多かったのが「家計を助けている者」で、小
学生 2999 人（不就学の 9.6 パーセント）と中学生１万 4920 人（同 60.9 パーセント）を合わせる
と不就学の３割以上を占めていた（図表 1）7。
また、一応、就学者となっている中にも、３分の１以上の欠席となっている長期欠席者が小




（出所）文部省「わが 国の教育の現状」（昭和 28 年度）第 3 章 第 1 節 2。
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27.0 パーセント）、「家計の全部又は一部を（子どもに）負担させなければならない」３万 6635
人（同 14.7 パーセント）、「教育費が出せない」１万 8937 人（同 7.5 パーセント）、「家族の病気」
8798 人（同 3.5 パーセント）、「衣服や履物がない」1534 人（同 0.6 パーセント）、「学用品がない」
768 人（同 0.3 パーセント）といずれも経済的な理由であった（図表 2）8。
1954（昭和 29）年当時、生活保護法の適用を受けていないが、市町村から給食費などの援助
を受けている準要保護児童は 14 万９千人（小中学生の 2.8 パーセント）いた。
昭和 20年代の炭鉱不況と欠食児童
その後も、北九州の福岡県、佐賀県、長崎県の炭鉱地帯の廃坑による親の失業の激増により、
欠食児童が問題となった。1954（昭和 29）年に、福岡県では 9、給食費の滞納が 7500 人となっ
たほか、学校給食のない学校に弁当を持ってこない子どもが増えた。子どもの２割は欠席がちで、
健康状態が悪かった。当時、福岡県の炭鉱地域において、給食のある学校が 77 校、ない学校が
40 校であった。準要保護児童１万 2500 人の月 250 円の給食代の半額を県、残り半額を市町村が
負担するよう予算計上された。また給食のない学校の欠食児童のために、乾パン、ビスケットな
図表 2　長期欠席の内訳
（出所）文部省「わが国の教育の現状」（昭和 28 年度）第 3 章 第 1 節 3。








佐賀県では 11、1954（昭和 29）年６月の小学校欠食者 373 人（在籍者に占める割合 1.8 パーセ
ント）、中学校欠食者 288 人（在籍者に占める割合 2.1 パーセント）に対して 10 月には小学校欠










は生活保護を受ける小学生が 850 人、在籍者に占める割合が 2.9 パーセントだった。
長崎県では 12、欠食児童が 1954（昭和 29）年６月の 1458 人から 11 月には 1936 人に増加していた。
欠席も４月 23 パーセント、６月 27 パーセント、９月 26.5 パーセントと上昇している。欠席理由は、
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べている生徒は、完全給食実施前の大阪市の調査 18 では約７割、北九州市の調査 19 では約８割
である。週の半分以上朝食欠食の生徒が、どちらも１割前後いる。完全給食が実施されていなかっ




（出所）神戸市「中学生の食生活と昼食に関するアンケート」２０１１ 年 11 月。
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男子は、約 24 パーセントにとどまっている。男子の約 74 パーセント、女子の約 61 パーセントは、
「作らないし、手伝いもしない」という状況である。
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校給食派は約 17 パーセントにとどまり、家庭弁当派が約 81 パーセントを占める。しかし、男性
教職員と女性教職員では、それぞれの支持率が８ポイント程度異なり、女性教職員に学校給食派
が多い。
保護者でも、男性と女性では 12 ポイント程度異なり、女性保護者に学校給食派が多い（図表 4）。
さらに、保護者では、小学生以下の兄弟がいる場合、保護者自身が中学校給食を経験している場
合、家事専業より就業している場合に学校給食派が多い。
保護者以外も含んだ一般市民は、学校給食派約 53 パーセントと家庭弁当派約 49 パーセントと
に二分された。一般市民も男性と女性では５ポイント程度異なる。小学生・未就学児のいる世帯、
30 代、パートタイマーで勤務、親子２世代の核家族などで学校給食派が多い。





（出所）神戸市「中学生の食生活と昼食に関するアンケート」２０１１ 年 11 月。
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平成になってからの開始である 25。図表 5 にもあるとおり、弁当箱（ランチボックス）によるデ
リバリー方式では、家庭弁当との選択制が可能である。
北九州市は中学校の近くの小学校で調理して保温食缶で運ぶ「親子方式」を採用している。他
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トが実施された 2013（平成 25）年度の北九州市の学校給食の残食率は、小学校が米飯 3.3 パー
セント、 パン 3.4 パーセント、 おかず 2.0 パーセント、牛乳 1.5 パーセントに対して、 中学校では



















代弁した回答が２割ずつあった。学校長からのヒアリングにおいても、「10 ～ 15 分で食事を終
える必要があり、食事を流し込む生徒が多く、味わいながら食するという観点から課題がある」、
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「喫食時間の短さが残食につながっている」との意見があった。
アンケートを実施した 2013（平成 25）年度時点で、北九州市内の中学校の給食時間は、30 分
から 45 分まで幅があったが、全体の 4 分の３の学校は 35 分であった。生徒は、45 分の給食時
間の学校を除き、「やや短い」、「短い」と感じている。教職員は、30 分の学校では「やや短い」、
























理由から、「もっと減らしてほしい」 という意見も出ている。 一方、保護者は「温かくて、 栄養
バランスのとれた給食が、毎日あると安心」、「栄養バランスの点で、 家庭ではできない食事を摂
ることができる」などの理由から「もっと増やしてほしい」 との意見が出ており、生徒・教職員
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字カーブといわれ、子育て期の 30 代にカーブの底となっている。しかし、カーブの底は近年浅
くなりつつある。「夫婦と子供のいる世帯」の妻の有業率は、30 代前半で 50.2 パーセント、30
代後半で 57.4 パーセント、40 代前半で 66.2 パーセントにもなっている 29。
また、神戸市の調査で学校給食派が多かったパートタイマーに注目すると、全国的な調査 30
では、働いている理由は「主たる稼ぎ手ではないが何らかの家計の足しにするため」が 30 代後
半から 50 代前半では 7 割程度を占める。「何らかの家計の足し」の具体的内容としては、「生活
を維持するには不可欠のため」や「子どもの教育費や仕送りの足しにするため」が、そのうち
の３～５割と高い割合となっている。また、離婚等の増加により母子世帯数は、2011（平成 23）
年度調査において全国 123 万 8 千世帯と前回の調査よりも８万７千世帯も増えている 31。 
中学生自身も、このような状況にある母親を見て「日々の弁当作りは、大変な作業である」と
思っている。しかし、神戸市のアンケート調査では、中学生の弁当作りについて「自分で作るか、
手伝うことがある」のは、女子で約 38 パーセント、男子は、約 24 パーセントにとどまっている。
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